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個人情報越境標準契約弁法 

 

第一条 個人情報の権利及び利益を保護し、個人情報越境活動を規制するため、『中華人民

共和国個人情報保護法』等の法律法規に基づき、本弁法を制定する。 

 

第二条 本弁法は、個人情報処理者が国外受領者と個人情報越境標準契約（以下「標準契約」

という。）を締結する方法によって中華人民共和国外に個人情報を提供する場合に適用する。 

 

第三条 標準契約を締結する方法によって個人情報越境活動を行う場合、独立した契約と届

出管理、権利保護とリスク防止の組合せを堅持し、個人情報の越境移転の安全及び自由な流

動を保障しなければならない。 

 

第四条 個人情報処理者が、標準契約を締結する方法によって国外に個人情報を提供する場

合、以下を同時に満たさなくてはならない。 

(一)重要情報インフラ運営者でない。 

(二)100 万人未満の個人情報を処理している。 

(三)前年 1 月 1 日からの個人情報の国外提供の累計が 10 万人未満である。 

(四)前年 1 月 1 日からの機微個人情報の国外提供の累計が 1 万人未満である。 

法律、行政法規又は国家インターネット情報部門に別途規定がある場合、その規定に従う。 

個人情報処理者は、数量分割等の手段によって、法の下で越境安全評価を通過すべき個人情

報を、標準契約を締結する方法によって国外提供してはならない。 

 

第五条 個人情報処理者は、個人情報を国外提供する前に、以下を重点的に評価して、個人

情報保護影響評価を行わなければならない。 

(一)個人情報処理者及び国外受領者が個人情報の処理を行う目的、範囲、方法等の適法

性、正当性、必要性 

(二)越境する個人情報の規模、範囲、種類、機微の度合い、個人情報の越境が個人情報

の権利利益にもたらす可能性のあるリスク 

(三)国外受領者が負う義務、義務を履行する管理的及び技術的措置、越境する個人情報

の安全を保障する能力 

(四)個人情報の越境後の改ざん、破壊、漏えい、紛失、不法な利用等のリスク、個人情

報の権利利益を保護する方法が円滑であるか等 
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(五)国外受領者の所在国又は地域の個人情報保護政策及び法規が標準契約の履行に及ぼ

す影響 

(六)個人情報の越境の安全性に影響を及ぼす可能性のあるその他の事項 

 

第六条 標準契約は、本弁法の別紙に従って厳格に締結しなくてはならない。国家インター

ネット情報部門は、実際の状況に応じて、別紙を調整することができる。 

個人情報処理者は、標準契約に抵触しない限り、国外受領者とその他の条項について合意す

ることができる。 

標準契約の発効後、個人情報越境活動を行うことができる。 

 

第七条 個人情報処理者は、標準契約の発効日から 10 営業日以内に所在地の省級のインタ

ーネット情報部門に届け出なければならない。届出に際しては、以下の資料を提出しなけれ

ばならない。 

(一)標準契約 

(二)個人情報保護の影響評価報告書 

個人情報処理者は、届出資料の真実性について責任を負わなければならない。 

 

第八条 標準契約の有効期間内に以下のいずれかが生じた場合、個人情報処理者は改めて個

人情報保護影響評価を行い、標準契約を補充又は再締結し、対応する届出手続を行わなけれ

ばならない。 

(一)国外提供する個人情報の目的、範囲、種類、機微の度合い、方法、保存場所若しく

は国外受領者の個人情報処理の用途、方法に変化が生じ、又は個人情報の国外保存期間が延

長されたとき 

(二)国外受領者の所在国又は地域の個人情報保護政策及び法規に変化が生じる等、個人

情報の権利利益に影響を及ぼす可能性があるとき 

(三)個人情報の権利利益に影響を及ぼす可能性のあるその他の事情 

 

第九条 インターネット情報部門及びその職員は、職責の履行中に知った個人のプライバシ

ー、個人情報、商業秘密、営業秘密情報等について、法により秘密保持しなければならず、

漏えい、他人への不法な提供、不法な使用を行ってはならない。 
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第十条 いかなる組織及び個人も、個人情報処理者が本弁法に違反して国外に個人情報を提

供するのを発見した場合、省級以上のインターネット情報部門に通報することができる。 

 

第十一条 省級以上のインターネット情報部門は、個人情報越境活動に比較的大きなリスク

があること又は個人情報の安全に関する事件が発生したことを発見した場合、法に基づいて

個人情報処理者に事情聴取を行うことができる。個人情報処理事業者は、要求に従い、隠れ

た危険を是正し、除去しなければならない。 

 

第十二条 本弁法の規定に違反した場合、『中華人民共和国個人情報保護法』等の法律法規

により処理し、犯罪を構成する場合、法により刑事責任を追及する。 

 

第十三条 本弁法は、2023年6月1日から施行する。本弁法の施行前に既に行われた個人情報

越境活動が本弁法の規定に準拠していない場合、本弁法の施行日から6か月以内に是正を完

了しなくてはならない。 


